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苫前町空き地空き店舗活用事業補助金交付要綱

（目的）
第１条 この要綱は、町内における空き地及び空き店舗を活用して集客施
設を設置し、又は商業用店舗等を開設した者に対し、その費用の一部を
補助することにより町の活性化を図ることを目的とする。

（定義）
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に
定めるところによる。

（１） 空き地 かつて営業その他事業の用に供していた土地で、原則と
して利用されていない状態となってからおおむね１ヶ月以上経過し
た土地をいう。

（２） 空き店舗 かつて営業その他事業の用に供していた建物で、原則
として利用されていない状態となってからおおむね１ヶ月以上経過
した建物をいう。

（３） 中小企業者等 次のアからウのいずれかに該当するものをいう。
ア 資本の額又は出資の額が５千万円以下の会社並びに常時使用す
る従業員の数が５０人以下の会社及び個人であって、小売業に属
する事業を主たる事業として営む者

イ 資本の額又は出資の額が５千万円以下の会社並びに常時使用す
る従業員の数が１００人以下の会社及び個人であって、サービス
業及び不動産賃貸業に属する事業を主たる事業として営む者

ウ 商店街の振興及び町民生活の向上に寄与すると認められる公益
法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等の法人又は団体

（４） 集客施設 展覧会場、イベントスペース及び店舗複合型等の集客
力向上のための施設をいう。

（５） 起業家 新たに創業を目指し、実際に事業を着手する者をいう。
（６） 創業 事業を営んでいない個人が新たに事業を開始すること、又

は事業を営んでいない個人が新たに会社を設立し、会社が事業を開
始することをいう。

（７） 改装等 増築、改築、修繕及び模様替えのうち、別表１に掲げる
工事のほか看板・サイン・照明工事、外構工事及び空き店舗の取得
をいう。

（補助対象事業及び補助の内容）
第３条 町長は、次の各号に掲げる事業を行った場合は、当該中小企業者
等、町商工会及び新たに創業する起業家に対し予算の範囲内において、
別表２に定めるとおり補助金を交付することができる。

（１） 集客施設整備事業 町商工会が、空き地又は空き店舗を活用して
集客施設を整備し活用する事業であって、１年以上継続して使用す
るもの

（２） 店舗開設事業 中小企業者等及び新たに創業する起業家が、空き
地又は空き店舗を活用して新たに店舗を開設する事業であって、当
該店舗において１年以上継続して営業活動を行うもの

２ 前項各号の規定による１年以上継続して使用又は営業活動をできない
場合において、町長が特に認めるときは、この限りでない。
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（補助対象者の要件）
第４条 店舗開設事業の補助対象者は、別表３に定める業種（風俗営業等
の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）
第２条第１項及び第５項に規定する営業を行うものは除く）にかかる店
舗を開設するものでなければならない。ただし、町長が特に認める場合
はこの限りではない。

２ 次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象にはしないものと
する。

（１） 空き地又は空き店舗の取得等の日から１年以内に事業の用に供し
ない場合、又は改装等の工事に着手しない場合

（２） 空き地若しくは空き店舗の所有者と補助事業者が生計を一にして
いる場合、若しくは当該所有者と補助事業者が２親等以内の親族で
ある場合、又は当該所有者が補助対象者である法人若しくは団体の
役員である場合

（３） 施設等賃借料助成について、その借り受ける空き地又は空き店舗
の賃借料が、類似の土地又は建物と比較して同程度以下であると認
められない場合

（４） 苫前町内に住所を有しない者
（５） 町商工会の会員でない者
（６） 町税その他町の収入金の滞納がある場合
（７） その他町長が不適当であると認める場合

（補助金の交付対象となる空き地及び空き店舗）
第５条 補助金の交付対象となる空き地及び空き店舗は、町内に現有する
空き地及び空き店舗とする。

（補助金の交付申請）
第６条 補助金の交付を受けようとする者（「申請者」という。）は、土
地又は建物の賃貸借契約及び売買契約若しくは店舗の改装等工事の着手
前に苫前町空き地空き店舗活用補助事業交付申請書（別記様式第１号）
に次に掲げる関係書類を添えて、町長に申請しなければならない。

（１） 住民票（戸籍謄本又は法人登記簿謄本）
（２） 事業計画書（別記様式第２号）
（３） 改装等工事計画図
（４） 工事費内訳書
（５） 土地又は建物の仮賃貸借契約書又は売買仮契約書の写し
（６） 工事請負契約書又は見積書の写し
（７） 土地及び建物の現況写真並びに改装等工事の着手前の写真
（８） 第２条第１項第３号ウの場合は、その団体の総会等で店舗営業開

始の議決をした議事録の写し
（９） 町税その他町の収入金の完納状況が確認できる資料
（10） 町商工会の推薦書（別記様式第３号）
（11） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの
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（補助金の交付決定）
第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに補助の
可否を決定し、苫前町空き地空き店舗活用補助事業交付決定（却下）通
知書（別記様式第４号）により、申請者に通知するものとする。

（申請の変更）
第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定
者」という。）は、決定を受けた内容を変更しようとするときは、苫前
町空き地空き店舗活用補助事業変更承認申請書（別記様式第５号）に次
に掲げる関係書類を添えて、あらかじめ町長に変更の承認を申請しなけ
ればならない。

（１） 改装等工事変更計画図
（２） 工事費変更内訳書
（３） 工事請負契約書又は見積書の写し
（４） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの
２ 町長は、前項の規定による変更の承認の申請があったときは、その内
容を審査し、変更の可否を決定し、苫前町空き地空き店舗活用補助事業
変更承認（不承認）通知書（別記様式第６号）により、交付決定者に通
知するものとする。

（中止の届出）
第９条 交付決定者は、決定を受けた店舗の改装等工事を中止しようとす
るときは、苫前町空き地空き店舗活用補助事業工事中止届（別記様式第
７号）により、町長に届け出なければならない。

（着手の届出）
第１０条 交付決定者は、店舗の改装等工事に着手したときは、苫前町空
き地空き店舗活用補助事業工事着手届（別記様式第８号）に次の関係書
類を添えて、速やかに町長に届け出なければならない。

（１） 改装等工事の着手前の写真

（完了届等）
第１１条 交付決定者は、店舗の改装等工事が完了したときは、苫前町空
き地空き店舗活用補助事業工事完了届（別記様式第９号）に次に掲げる
関係書類を添えて、速やかに町長に届け出なければならない。

（１） 改装等工事の着手前、工事中及び完了時の写真
（２） 賃借料及び改装等工事に要した費用の請求書又は領収書の写し
（３） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの
２ 町長は、前項の規定により届出があったときは、届出を受けた日から
１４日以内に、補助金の交付決定の内容に適合するものであるかどうか
の検査を当該職員に行わせるものとする。
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（補助金の額の確定等）
第１４条 町長は、前条第２項に規定する検査の結果、補助金の交付決定
の内容に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、苫前町空き地
空き店舗活用補助事業補助金額確定通知書（別記様式第１０号）により、
交付決定者に通知するものとする。

２ 町長は、前項の規定による補助金の額を確定した後に、交付決定者か
らの苫前町空き地空き店舗活用補助事業請求書（別記様式第１１号）に
よる請求により、補助金を交付するものとする。

３ 補助金の交付時期は、店舗の改装等に係る補助金にあっては、当該工
事が完了し、当該店舗を開業した日以降とし、賃貸料にかかる補助金に
あっては、営業開始日から３年間、毎月末をもって分割交付するものと
する。

（補助金の交付決定の取消）
第１５条 町長は、交付対象者が偽り、その他不正な手段で補助金の交付
を受けたときは当該補助金の交付決定額の全部又は一部を取り消すこと
ができる。

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定後においても適用するも
のとする。

（補助金の返還）
第１６条 町長は、補助金の交付の決定を取り消したとき、既に交付して
いる補助金を期間を定めて返還を命ずるものとする。

２ 町長は、前項の返還命令に係る補助金の交付決定の取り消しが、やむ
を得ない事情があると認めたときは、返還の期限を延長し、又は返還命
令の全部若しくは一部を取り消すことができる。

（その他）
第１７条 この要綱の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。

附 則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。



- 5 -

別表１（第２条第１項第７号関係）

増築 空き店舗の建物部分の存しない箇所に、店舗部分の床面積を増床する工

事又は空き店舗以外の部分を店舗部分に変更し、店舗部分の床面積を増床

させる工事とする。

改築 空き店舗の建物部分の一部を取り壊し、当該建物部分が存した箇所に店

舗部分を改めて建築する工事とする。

修繕及び １ 空き店舗の耐久性を高めるための工事で、次の各号に掲げる工事とす

模様替え る。

（１） 基礎、土台、外壁、柱、ひさし、屋根、床、内壁、天井等の修繕

工事

（２） 塗装工事

（３） 建物の嵩上げ工事又は床を高くする工事

（４） その他耐久性を高めるために必要な工事

２ 空き店舗の安全上又は防災上必要な工事で、次の各号に掲げる工事と

する。

（１） 基礎若しくは土台の敷設工事又は補強工事

（２） 柱、はり等について有効な補強を行う工事

（３） 筋かい、火打ちなどによる補強工事

（４） 外壁を防火構造とする等防火性能を高める工事

（５） 屋根を不燃材料で葺き替える等の工事

（６） 避難設備、防火設備及び換気設備の設備工事

（７） その他安全上又は防炎上必要な工事

３ 空き店舗の営業環境を良好にするための工事又は空き店舗の衛生上必

要な工事で、次の各号に掲げる工事とする。

（１） 間取りの変更等模様替えを行う工事

（２） 開口部等を設ける工事

（３） 台所又は便所を改良する工事

（４） 建具の取り替え等の工事

（５） 壁紙の張り替え工事

（６） 断熱構造化工事及び遮音工事

（７） その他営業環境を良好にするため、又は空き店舗の衛生上必要な

工事

４ 空き店舗の環境性能を良好にする工事で、次の各号に掲げる工事とす

る。

（１） 太陽光発電施設を設置する工事

（２） 高効率給湯器を設置する工事

（３） オール電化工事

（４） その他環境性能を良好にするために必要な工事
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別表２（第３条関係）
事

業 区分 対象経費及びその要件 補助額 限度額

名

集 施設等 （対象経費） 対象経費の５分の２ １年目は６０

客 賃借料 借り上げ物件（土地又は建物） 以内とし、１，００ 万円以内

施 助成 にかかる賃借料（消費税等を除 ０円未満の端数は切 ２年目は１年

設 く。）。ただし、敷金、礼金及び り捨てるものとする。目の３分の２

整 共益費等賃借料に付随する経費 以内

備 を除く。 ３年目は１年

事 （期間） 目の３分の１

業 営業開始から３年間 以内

改装費 （対象経費） 対象経費の５分の２ １５０万円以

等助成 建物の改装等のために要した 以内とし、１，００ 内

経費。ただし、器物備品類の購 ０円未満の端数は切

入に要した経費を除く。 り捨てるものとする。

（要件）

① 建物の改装等に要した経費

が３０万円（消費税等を除く。）

を超えるものであること。

② 建物の改装等は、町内業者

により施工されたものである

こと。

店 施設等 （対象経費） 対象経費の５分の２ １年目は６０

舗 賃借料 営業のための借り上げ物件（土 以内とし、１，００ 万円以内

開 助成 地又は建物）にかかる賃借料（消 ０円未満の端数は切 ２年目は１年

設 費税等を除く。）。ただし、敷金、 り捨てるものとする。目の３分の２

事 礼金及び共益費等賃借料に付随 以内

業 する経費を除く。 ３年目は１年

（期間） 目の３分の１

営業開始から３年間 以内

改装費 （対象経費） 対象経費の５分の２ １５０万円以

等助成 建物の改装等のために要した 以内とし、１，００ 内

経費（店舗の取得費を含む。）。 ０円未満の端数は切

ただし、器物備品類の購入に要 り捨てるものとする。

した経費を除く。

（要件）

① 建物の改装等に要した経費

が３０万円（消費税等を除く。）

を超えるものであること。

② 店舗を閉鎖した時点の経営

者と同一経営者によって再度

その店舗を活用するものでな

いこと。

③ 建物の改装等は、町内業者

により施工されたものである

こと。
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別表３（第４条第１項関係）

大分類 中分類 小分類

Ｉ卸売業、小売業 ５６各種商品小売業 ５６９その他の各種商品小売業

（従業者が常時５０人未満の

もの）

５７織物・衣類・身の回 ５７０管理、補助的経済活動を行

り品小売業 う事業所を除く左記分類業

種

５８飲食料品小売業 ５８０管理、補助的経済活動を行

う事業所を除く左記分類業

種

５９機械器具小売業 ５９０管理、補助的経済活動を行

う事業所を除く左記分類業

種

６０その他の小売業 ６００管理、補助的経済活動を行

う事業所を除く左記分類業

種

Ｋ不動産業、物品賃 ６９不動産賃貸業・管理 ６９２貸家業、貸間業

貸業 業

７０物品賃貸業 ７０９その他の物品賃貸業のうち

音楽・映像記録物賃貸業

Ｌ学術研究、専門・ ７４技術サービス業（他 ７４６写真集

技術サービス業 に分類されないもの）

Ｍ宿泊業、飲食サー ７５宿泊業 ７５１旅館、ホテル

ビス業 ７６飲食店 ７６１食堂、レストラン（専門料

理店を除く）

７６２専門料理店（料亭を除く）

７６３そば・うどん店

７６４すし店

７６７喫茶店

７６９その他の飲食店

７７持ち帰り・配達飲食 ７７１持ち帰り飲食サービス業

サービス業 ７７２配達飲食サービス業

Ｎ生活関連サービス ７８洗濯・理容・美容・ ７８１洗濯業

業、娯楽業 浴場業 ７８２理容業

７８３美容業

７８４一般公衆浴場業

７８９その他の洗濯・理容・美容

・浴場業

７９その他の生活関連サ ７９３衣服裁縫修理業

ービス業 ７９９他に分類されない生活関連

サービス業のうち食品賃加

工業

８０娯楽業 ８０９その他の娯楽業のうちカラ

オケボックス業


